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平成 15 年 5 月 22 日 

 

JICA 調査（開発調査）での環境社会配慮に関するコンサルタント業務 

ECFA 環境部会 

1. コンサルタントが実施する業務内容 

(1) M/P での IEE 

- 各種環境情報の収集・整理（社会配慮に関する事項も含む） 

- 優先プロジェクトの選定に資する判断材料の提供 

- F/S 調査で実施する環境配慮上の基本問題の明確化、EIA の概略スコープの検討（スコー

ピング） 

(2) F/S での EIA 

- 優先プロジェクト（F/S 対象プロジェクト）の EIA 

- EIA には、住民移転計画の立案を含む場合がある 

- プロジェクト実施に際しての環境上の対策・配慮事項、モニタリング等に対する提言 

- EIA 手続きを進めるにあたっての提言（住民関与の方法等） 

 

2. JICA からの委託 

1) 主な調査項目：業務指示書で指示、プロポーザルで具体的手法の提案（添付資料-1 参照） 

2) 調査担当者（環境専門家 or 社会配慮専門家等）の配置（添付資料-2 参照） 

3) 調査期間（添付資料-2 参照） 

4) 調査の実施形態（下図参照） 

＜例＞ 

        

 

   委託        報告 

              IEE（ｽｺｰﾋﾟﾝｸﾞ）、環境配慮上のｲﾝﾌﾟｯﾄ 

EIA（再委託のための TOR 作成、ﾛｰｶｸｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの指導、

報告書の仕上げ） 

再委託・指導     報告 

 

IEE 調査の一部、ないし報告書（ﾄﾞﾗﾌﾄ）の作成 

EIA 調査の一部、ないし報告書（ﾄﾞﾗﾌﾄ）の作成 

 

3. EIA レポートの取り扱い 

- F/S 調査の一環として、プロジェクトの環境面からの実行可能性を検討、確認 

- 当該国で EIA 手続きを行うための参考資料（EIA 手続き上必要な公告・縦覧、住民意見

の集約等は当該国政府 C/P 機関が実施）。但し、調査団作成の EIA レポートがそのまま活
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用されているかどうかは不明。 

- 調査団として、JICA との契約変更によって調査期間を延長し、EIA 手続きをコンサルタ

ント支援した事例もある。 

- M/P 調査段階では、IEE レベルの調査結果を優先プロジェクト選定、環境に配慮した計画

策定のための資料としても活用している。 

 

4. コンサルタントから見た主な課題 

- 一般に、国際機関が認めうるレベルの EIA を実施可能なローカルコンサルタントは限ら

れる。そのため、実際の調査開始前のオリエンテーションに時間を要する。また地元の

サンプル採取や分析に対する信頼性に問題が残る場合がある。 

- 既存環境データの不足や各種データの信憑性に疑義が残る場合もある。 

- 再委託予算、期間（季節）が限られ、スコープを絞らざるを得ない場合がある。 

- 当該国の EAI 関連の法令・規則に則ったアセス手続きが求められるが、JICA 調査スケジ

ュールと「時間軸」が一致しない。特に、住民関与には時間を要するため、JICA 調査期

間中に全ての手続きを実施することは難しい。もっとも調査期間中は、当該国で対象プ

ロジェクト実施が決定していないことが多く、EIA 手続きを進めることが出来ない場合

もある。 

- F/S 報告書に盛り込んだ EIA を実施に関し、調査終了後の当該国が実施すべき事項に関

するフォローはほとんどなされていない。そのためには、EIA で提言した事項（特に、

住民移転に係る事項）にかかる当該国・実施主体のコミットメント、実施の担保の明確

化が必要。 

- EIA 担当部局、社会配慮（住民移転）担当部局と事業担当部局が異なるため、コンサル

タントにはその調整役としの役割も求められている。 
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